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1. 平成27年3月期第3四半期の連結業績（平成26年4月1日～平成26年12月31日） 

(注)平成27年3月期第１四半期より四半期連結財務諸表を作成しているため、平成26年3月期第3四半期の数値及び対前年同四半期増減率は記載しておりませ
ん。 

(2) 連結財政状態 

(注)平成27年3月期第１四半期より四半期連結財務諸表を作成しているため、平成26年3月期の数値は記載しておりません。  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

27年3月期第3四半期 4,940 ― 237 ― 282 ― 176 ―
26年3月期第3四半期 ― ― ― ― ― ― ― ―

（注）包括利益 27年3月期第3四半期 163百万円 （―％） 26年3月期第3四半期 ―百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

27年3月期第3四半期 28.26 28.12
26年3月期第3四半期 ― ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

27年3月期第3四半期 8,456 4,842 57.2 776.03
26年3月期 ― ― ― ―
（参考）自己資本 27年3月期第3四半期 4,837百万円 26年3月期 ―百万円

2. 配当の状況 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無 
 

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

26年3月期 ― ― ― 23.00 23.00
27年3月期 ― 10.00 ―
27年3月期（予想） 13.00 23.00

3. 平成27年 3月期の連結業績予想（平成26年 4月 1日～平成27年 3月31日）  
（％表示は、対前期増減率）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無 
(注)平成27年3月期第１四半期より四半期連結財務諸表を作成しているため、対前期増減率は記載しておりません。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 7,240 ― 600 ― 600 ― 370 ― 59.38



(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無 

(注)詳細は、添付資料３ページ「サマリー情報(注記事項)に関する事項（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動」をご覧ください。 

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有 

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(注)詳細は、添付資料3ページ「サマリー情報(注記事項)に関する事項（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示」をご覧ください。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続きの対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において金融商品取引法に基づく 
四半期連結財務諸表のレビュー手続きは終了しておりません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載される業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業 
績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。なお、業績予想に関する事項につきましては、添付資料の3ページ「（３）連結業績予想などの将来予測
情報に関する説明」をご覧ください。 

※ 注記事項

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有
② ①以外の会計方針の変更 ： 無
③ 会計上の見積りの変更 ： 無
④ 修正再表示 ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 27年3月期3Q 6,440,450 株 26年3月期 6,440,450 株
② 期末自己株式数 27年3月期3Q 206,582 株 26年3月期 210,740 株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 27年3月期3Q 6,230,829 株 26年3月期3Q 6,218,656 株
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１．当四半期決算に関する定性的情報

当第１四半期連結累計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、前年同四半期との比較分析は行っており

ません。 

（１）経営成績に関する説明 

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、日銀による金融緩和や各種政策による過度の円高の調整や株高

により、景気回復への期待が高まりましたが、新興国における経済成長の減速や消費税増税後の個人消費の落ち込み

など、先行き不透明な状況が続いております。 

こうした状況のもと、当社グループは、前期末の駆け込み需要の反動で４月及び５月の動きが悪かったことで上半

期は伸び悩みましたが、10月以降に大口物件を獲得できたことで、売上高は49億40百万円となりました。 

利益面につきましては、売上総利益率が低下したことや、海外子会社の活動費の増加等も加わり、営業利益２億37

百万円、経常利益２億82百万円、四半期純利益１億76百万円となりました。 

主な品目別の状況については、以下の通りです。 

定量ポンプは、国内市場では、バラスト水処理ユニット向けが昨年から好調を維持しているほか、小型の「スムー

ズフローポンプ（高精密ダイヤフラムポンプ）」が幅広い市場分野で売上を伸ばしました。 

海外市場では、東南アジア地域が好調です。また、韓国で展示会「KOREA CHEM」に初出展し、リチウムイオン電池

製造プロセス用スムーズフローポンプの大口受注を獲得しました。 

以上の結果、定量ポンプの売上高は、27億25百万円となりました。 

ケミカル移送ポンプは、製鉄プラント向け大口物件や、造船業界向け大口物件が数字を押し上げました。 

以上の結果、ケミカル移送ポンプの売上高は、４億13百万円となりました。 

計測機器・装置は、空調・ボイラー業界向けや、ケミカル・電子材料業界向けの大口装置案件が伸びましたが、残

留塩素計の大口ユーザーである濾過機メーカーの落ち込み分をカバー出来ませんでした。 

以上の結果、計測機器・装置の売上高は、８億48百万円となりました。 

品目別販売実績は次のとおりであります。 

〔品目別販売実績〕 

 

当第３四半期連結累計期間 

（自 平成26年4月１日 

  至 平成26年12月31日） 

品 目 別 金 額(百万円) 構成比(％) 

定量ポンプ 

ケミカル移送ポンプ 

計測機器・装置 

流体機器 

ケミカルタンク 

その他 

2,725 

413 

848 

332 

399 

219 

55.2 

8.4 

17.2 

6.7 

8.1 

4.4 

合    計 4,940    100.0 
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（２）財政状態に関する説明 

当第３四半期連結会計期間末の総資産は84億56百万円となりました。 

流動資産の残高は47億54百万円となりました。主な内訳は、現金及び預金９億34百万円、売上債権29億22百万円、

棚卸資産７億62百万円であります。 

固定資産の残高は37億１百万円となりました。主な内訳は、有形固定資産20億10百万円、無形固定資産55百万円、

投資その他の資産16億35百万円であります。 

負債につきましては36億13百万円となりました。 

流動負債の残高は23億29百万円となりました。主な内訳は、仕入債務14億79百万円、短期借入金３億67百万円、賞

与引当金99百万円であります。 

固定負債の残高は12億84百万円となりました。主な内訳は、長期借入金５億41百万円、退職給付に係る負債５億８

百万円であります。 

純資産につきましては48億42百万円となりました。主な内訳は、資本金８億92百万円、資本剰余金７億33百万円、

利益剰余金30億13百万円であります。 

以上の結果、自己資本比率は57.2％となりました。 

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

上期は、消費税の駆け込み需要の反動の影響などで出遅れましたが、第３四半期会計期間において上期の落ち込み

分をカバーすることが出来ました。 

通期の業績予想につきましては、第３四半期会計期間末に受注残高を大きく残せたことと、足元の受注環境が緩や

かに回復していることなどから、平成26年５月８日の「連結決算開始に伴う連結業績予想に関するお知らせ」で公表

いたしました、通期連結業績予想は達成できるものと見込んでおります。 

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

 該当事項はありません。 

 なお、特定子会社の異動には該当しておりませんが、第１四半期連結会計期間より、子会社の重要性が増した

ため、連結決算による開示に変更しております。 

これに伴い、TACMINA USA CORPORATION及びTACMINA KOREA CO.,LTD.を連結の範囲に含めております。 

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

(税金費用の計算） 

当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合

理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

ただし、当該見積実効税率を用いて税金計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を

使用しております。 

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（会計方針の変更） 

（退職給付に関する会計基準等の適用） 

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付

見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を従業員の平
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均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反

映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。 

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第３四

半期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加

減しております。 

この結果、当第３四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が148,480千円減少し、利益剰余金が96,066

千円増加しております。なお、当第３四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。 
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３．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

  （単位：千円） 

 
当第３四半期連結会計期間 

(平成26年12月31日) 

資産の部  

流動資産  

現金及び預金 934,864 

受取手形及び売掛金 2,922,743 

商品及び製品 132,521 

仕掛品 1,311 

原材料及び貯蔵品 628,805 

その他 137,061 

貸倒引当金 △2,325 

流動資産合計 4,754,982 

固定資産  

有形固定資産  

建物及び構築物（純額） 1,162,415 

その他（純額） 848,081 

有形固定資産合計 2,010,497 

無形固定資産 55,824 

投資その他の資産  

投資有価証券 1,294,719 

その他 341,218 

貸倒引当金 △281 

投資その他の資産合計 1,635,656 

固定資産合計 3,701,977 

資産合計 8,456,960 

負債の部  

流動負債  

支払手形及び買掛金 1,479,150 

短期借入金 367,112 

賞与引当金 99,054 

その他 384,481 

流動負債合計 2,329,798 

固定負債  

長期借入金 541,552 

退職給付に係る負債 508,399 

その他 234,216 

固定負債合計 1,284,167 

負債合計 3,613,966 

純資産の部  

株主資本  

資本金 892,998 

資本剰余金 733,667 

利益剰余金 3,013,740 

自己株式 △103,403 

株主資本合計 4,537,003 

その他の包括利益累計額  

その他有価証券評価差額金 323,000 

土地再評価差額金 △2,374 

為替換算調整勘定 14,899 

退職給付に係る調整累計額 △34,849 

その他の包括利益累計額合計 300,675 

新株予約権 5,314 

純資産合計 4,842,993 

負債純資産合計 8,456,960 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第３四半期連結累計期間）

  （単位：千円） 

 
当第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年12月31日) 

売上高 4,940,141 

売上原価 2,954,863 

売上総利益 1,985,277 

販売費及び一般管理費 1,747,416 

営業利益 237,861 

営業外収益  

受取利息 8,656 

受取配当金 10,608 

投資有価証券売却益 3,255 

持分法による投資利益 1,519 

為替差益 2,452 

助成金収入 15,626 

その他 14,503 

営業外収益合計 56,621 

営業外費用  

支払利息 7,304 

売上割引 3,834 

その他 649 

営業外費用合計 11,788 

経常利益 282,693 

税金等調整前四半期純利益 282,693 

法人税等 106,619 

少数株主損益調整前四半期純利益 176,074 

四半期純利益 176,074 
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（四半期連結包括利益計算書）

（第３四半期連結累計期間）

  （単位：千円） 

 
当第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 176,074 

その他の包括利益  

その他有価証券評価差額金 148,919 

為替換算調整勘定 10,398 

退職給付に係る調整額 3,831 

その他の包括利益合計 163,150 

四半期包括利益 339,225 

（内訳）  

親会社株主に係る四半期包括利益 339,225 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

 該当事項はありません。 

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

 該当事項はありません。 
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